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■養成する人材像 

博士後期課程に次の３つのコースを置き、それぞれのコース毎に養成する人材像を定めています。 

＜研究者コース＞ 

• 養成する人材像 

高い倫理性・社会性に裏打ちされた、国際レベルで活躍しうる創造性豊かな研究者を養成します。 

• 教育研究上の目的 

研究者として自立して研究を行い、博士学位を取得し、学界に貢献できる研究成果をあげることのできる能

力を習得させます。 

• 修了後の進路 

主として、大学・研究所等の教育・研究機関等に進むことを予定しています。 

＜高度専門職業人コース＞ 

• 養成する人材像 

高い倫理性・社会性に裏打ちされ、法学・政治学分野に関する極めて高度な専門的知識・能力をもつ高度

専門職業人を養成します。 

• 教育研究上の目的 

法学・政治学分野に関する極めて高度な専門的知識およびこれらの知識を活用して社会に貢献できる能

力を習得させます。 

• 修了後の進路 

法律専門職等の法学・政治学に関連深い高度専門職業分野に進むことを予定しています。 

＜国際コース＞ 

• 養成する人材像 

法学の様々な分野においてグローバルな情報発信力を備え、国際社会における諸課題への対応力を備えた

国際競争力の高い若手研究者を養成します。 

• 教育研究上の目的 

法学分野の最先端の理論的問題への適応力、国際的水準に達する研究成果を生み出し、その研究成果を自

主的に対外的に発信することのできる能力等を習得させます。 

• 修了後の進路 

主として、世界各国の大学・研究所等の教育・研究機関、法律専門職等に進むことを予定しています。 
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九州⼤学⼤学院法学府博⼠後期課程研究者コースの学⽣を秋季と春季とに分けて２度募集します。      
なお，⼊学志願者は秋季と春季のいずれか，⼜は両⽅を受験することができます。 

令和6（2024）年度 九州⼤学⼤学院 

法学府博士後期課程学生募集要項 
〔研究者コース（⼀般選抜）〕 

 

１．出願資格 

次のいずれかに該当する者。且つ外国⼈留学⽣（本学府修⼠課程研究者コース及び専修コースの修了（⾒込）
者を除く）は，出願時点で過去３年内に⽇本語能⼒試験（国際交流基⾦（JF）・⽇本国際教育⽀援協会
（JEES）主催）N1レベルを取得した者及び令和6（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者 

ただし，⽇本語能⼒試験 N1 レベルに代えて，出願時点で過去３年内に受験の⽇本留学試験（⽇本学⽣
⽀援機構（JASSO）主催）⽇本語部分240点以上でも可とします。 

⑴ 修⼠の学位⼜は専⾨職学位を有する者及び令和6（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者 
⑵ 外国において修⼠の学位⼜は専⾨職学位に相当する学位を授与された者及び令和6（2024）年３⽉

までに授与される⾒込みの者 
⑶ 外国の学校が⾏う通信教育における授業科⽬を我が国において履修し，修⼠の学位⼜は専⾨職学

位に相当する学位を授与された者及び令和6（2024）年３⽉までに授与される⾒込みの者 
⑷ 我が国において，外国の⼤学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，⽂部科学⼤⾂が別に指定するものの当該課程を修了し，修⼠の学位⼜は     
専⾨職学位に相当する学位を授与された者及び令和6（2024）年３⽉までに授与される⾒込みの者 

⑸ 国際連合⼤学本部に関する国際連合と⽇本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和51年法
律第72号）第１条第２項に規定する1972年12⽉11⽇の国際連合総会決議に基づき設⽴された国際連合⼤     
学の課程を修了し，修⼠の学位に相当する学位を授与された者及び令和6（2024）年３⽉までに授与
される⾒込みの者 

⑹  外国の学校，第４号の指定を受けた教育施設⼜は国際連合⼤学の教育課程を履修し，⼤学院設置
基準（昭和49年６⽉20⽇⽂部省令第28号）第16条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修
⼠の学位を有する者と同等以上の学⼒があると認められた者 

⑺ ⽂部科学⼤⾂の指定した者 
⼤学を卒業し，⼜は外国において学校教育における18年の課程を修了した後，⼤学，研究所等にお     

いて，２年以上研究に従事した者で，本学府が，当該研究の成果等により，修⼠の学位⼜は専⾨職学     
位を有する者と同等以上の学⼒があると認めた者 

⑻ 本学府において，個別の⼊学資格審査により，修⼠の学位⼜は専⾨職学位を有する者と同等以上
の学⼒があると認めた者で，24歳に達したもの（令和6（2024）年４⽉１⽇現在） 

なお，⑵，⑶，⑷，⑹，⑺⼜は⑻により出願する者は，出願資格について確認⼜は審査を要するの     
で，あらかじめ問い合わせの上，秋季：７⽉7⽇（⾦）春季：11⽉2⽇（⽊）までに指⽰された書類を提
出してください。 

２．募集専攻及び募集人員 

法政理論専攻 17名（専攻全体，秋季・春季合わせて） 
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３．出願期間 

秋季：令和５（2023）年８⽉17⽇（⽊）から８⽉23⽇（⽔）17時まで  
  春季：令和５（2023）年12⽉11⽇（⽉）から12⽉15⽇（⾦）17時まで 
（郵送の場合も同時刻までに必着のこと） 

４．出願手続 

⑴ 出願者は下記の書類を取りそろえ，出願期間中に本学府あてに提出してください。 
① ⼊学願書（本学府指定の様式★） 
② 受験票・照合票（本学府指定の様式★） 
③ 最終出⾝⼤学（⼤学院研究科）の成績証明書（本学府在学⽣及び修了⽣は不要） 
④ ⼤学院修⼠課程修了（⾒込）証明書（本学府在学⽣及び修了⽣は不要） 
⑤ 写真 ３葉（縦4.0cm×横3.0cm，最近３か⽉以内に撮影されたものを，願書，受験票及び照合票の所 

定欄にそれぞれ貼付） 
⑥ 論⽂題⽬及び論⽂要旨（修⼠論⽂⼜はそれに代わる論⽂の要旨で，⽇本語にてＡ４判の⽤紙に

2,000字以内でとりまとめたもの。なお，論⽂は，志望する主履修科⽬群（研究領域）に関するテーマで
作成されたものであること。） 

ただし，本学府修⼠課程の修了⾒込者は不要。 
⑦ ⼊学検定料30,000円（末尾「⼊学検定料の⽀払いについて」参照） 

なお，本学⼤学院修⼠課程，専⾨職学位課程を令和６（2024）年３⽉修了⾒込みの者及び⽇本政府（⽂部科学
省）国費留学⽣は不要。国費留学⽣は出願の際，必ず国費留学⽣証明書を同封（本学在学中の国費留学
⽣は不要）。 

⑧ ⼊学検定料払込証明書貼付台紙（本学府指定の様式★） 
⑨ 受験票送付及び合否通知のため，あて先及び⽒名を明記した定形封筒（⻑形３号）２枚（あて先

が国内の場合は郵便切⼿344 円（速達）をそれぞれに貼付。あて先が国外の場合は，国際返信⽤切⼿
券を必要な枚数分同封） 

⑩ 連絡⽤シール（本学府指定の様式★）（確実に郵便を受信できる住所を記⼊すること） 
⑪ 外国⼈留学⽣（本学府修⼠課程研究者コース及び専修コースの修了（⾒込）者を除く）は，⽇本語

能⼒試験 N1レベルの合否結果通知書⼜は⽇本留学試験の成績通知書の写し（令和５（2023）年12⽉実
施の⽇本語能⼒試験⼜は11⽉実施の⽇本留学試験を受験予定の場合は令和６（2024）年２⽉9⽇（⾦）まで
に合否結果通知書⼜は成績通知書の写しを提出） 

⑵ 出願者は下記の書類を 秋季：令和５（2023）年８⽉31⽇（⽊）17時まで 春季：令和６（2024）年１⽉
31⽇（⽔）17時まで（郵送の場合も同時刻までに必着のこと）に本学府あてに提出してください。 

修⼠論⽂⼜はそれに代わる論⽂１部及びそのコピー１部 
※論⽂は，志望する主履修科⽬群（研究領域）に関するテーマのもので，⽇本語⼜は英語・ドイツ語・ 

フランス語・中国語のいずれかで作成されたもの。ただし，⽇本語以外で作成された論⽂に 
ついては，Ａ４判⽤紙に12,000字程度（400字詰原稿⽤紙30枚程度でも可）の抄訳（⽇本語）を添えること。 

★本学府指定の様式は，本学府ホームページからダウンロードすること。 
 

５．選抜方法 

選抜は，論⽂審査，学⼒試験（筆記試験・⼝頭試問）及び提出書類等を総合して⾏います。 
⑴ 筆記試験 

① ⽇ 時 割 ： 
秋季：９⽉14⽇（⽊） 
春季：２⽉８⽇（⽊） 
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② 試験科⽬：外国語 ２科⽬（１科⽬につき90分間） 
基礎法学  

英語，ドイツ語，フランス語，中国語から 公法・社会法学 
⺠事法学 ２ヶ国語 
刑事法学 ただし，外国⼈留学⽣は英語，ドイツ語，フラ 
国際関係法学 
政治学（⾏政学）を主履修科⽬群とする者 

ンス語から１ヶ国語。⺟語を除く。 

政治学（⾏政学を除く）を主履修科⽬群と 
英語Ⅰ及び選択（英語Ⅱ，ドイツ語，フランス 
語，中国語から１ヶ国語） 

する者 ただし，外国⼈留学⽣は英語Ⅰ，ドイツ語，フ 
ランス語から１ヶ国語。⺟語を除く。 

注：選択した外国語につき，当該外国語の辞書（電⼦辞書を除く）の持ち込みを許可する。その際，１つの外国
語につき２冊以上の辞書の持ち込みも可とする。 

⑵ ⼝頭試問 
① 秋季：９⽉15⽇（⾦） 

春季：２⽉９⽇（⾦） 
② 提出論⽂を中⼼として⾏います。 

※筆記試験及び⼝頭試問の時間割・場所は，受験票送付の際，受験者に通知します。 
また，秋季：９⽉13⽇（⽔）春季：２⽉７⽇（⽔）の13時以降に本学でも掲⽰します。 
なお，試験⽇の１週間前になっても受験票が届かない場合は，Ｐ５の連絡先まで問い合わせください。 

６．合格者発表 

秋季：９⽉27⽇（⽔） 
春季：２⽉28⽇（⽔） 

本学府ホームページにて発表するとともに，受験者には合否を⽂書で通知します。 
（ただし，秋季受験者のうち，12⽉実施の⽇本語能⼒試験及び11⽉実施の⽇本留学試験を受験予定の者 

は，別途合否の通知を⾏います。） 
※電話等による合否の問い合わせには応じません。 

７．入学手続 

⼊学⼿続書類は，令和６（2024）年３⽉上旬に送付するので，所定の期⽇までに⼊学⼿続を完了してく
ださい。 
⑴ ⼊学⼿続期間 

令和６（2024）年３⽉上旬の予定 
⑵ ⼊学⼿続時納付⾦ 

⼊学料 282,000円（令和５（2023）年度） 
授業料 267,900円［年額535,800円］（令和５（2023）年度） 
（注）上記の納付⾦額は令和５（2023）年の額であり，⼊学時及び在学中に学⽣納付⾦改定が⾏われ

た場合には，改定時から新たな納付⾦額が適⽤されます。 
８．長期履修制度について 

法学府では，学⽣が職業・出産・育児・介護・障害等の事情により，標準修業年限を超えて⼀定の期間     
にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは，本学府教授会の     
定めるところにより，その計画的な履修を認めることができる制度を導⼊しています。 

この制度により，⻑期履修学⽣が修了するまで，１年間に納める授業料の額は，標準修業年限（３年） 
分の授業料を，計画的に履修することを認められた⼀定の期間の年数（６年以内）で除した額となります。 
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９．注意事項 

⑴ 提出論⽂は返却しません。 
⑵ ⼊学願書等を郵送する際は必ず書留郵便とし，封筒表⾯に「博⼠後期課程（⼀般選抜）⼊学願書」

と朱書きしてください。 
⑶ 願書受理後は，理由のいかんにかかわらず，書類の変更及び検定料の払い戻しは⾏いません。 

ただし，検定料納付後，出願しなかった者及び受理できなかった者については検定料を払い戻します。 
⑷ 受験票は，願書受理後，出願者あてに送付するので，試験当⽇必ず持参してください。 
⑸ 募集要項は，年度により変更があるので注意してください。 

10．障害等のある方の入学志願について 

本学では，障害等のある者に対して，受験上及び修学上必要な配慮を⾏う場合があり，そのための相談を常
時受け付けています。 

受験上の配慮については，内容によって対応に時間を要することもありますので，出願前できるだけ早い時
期に⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）まで相談してください。 

11．個人情報の利用について 

⑴ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜で利⽤するほか，住所・⽒名を合格者に対する⼊学
⼿続の案内業務に利⽤します。 

⑵ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜後本学への⼊学を許可された者について，学籍関係
業務等に利⽤します。 

⑶ ⼊学者選抜試験の成績及びその他の個⼈情報は，１年次における奨学⽣への推薦資料並びに⼊学料
免除及び授業料免除等の選考資料として利⽤します。 

⑷ ⼊学者選抜試験で利⽤した個⼈情報は，個⼈が特定できない形で，本学における⼊学者選抜に関す
る調査・研究資料として利⽤します。 

⑸ 出願書類に記載された個⼈情報及び⼊学者選抜試験の結果等の個⼈情報は，「個⼈情報の保護に関す
る法律」に規定されている場合を除き，上記４項⽬以外の⽬的で利⽤することはありません。また，取
得した個⼈情報を「個⼈情報の保護に関する法律」その他関連法令により認められる場合を除き，本⼈
の同意を得ずに第三者に提供することはありません。 

 

令和５（2023）年６⽉ 

九 州 大 学 大 学 院 法 学 府 

連絡先：〒819-0395 福岡市⻄区元岡744 
九州⼤学⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）

電話（092）802-6367（ダイヤルイン） 
https://www.law.kyushu-u.ac.jp 
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九州⼤学⼤学院法学府博⼠後期課程研究者コースの学⽣を秋季と春季とに分けて２度募集します。   
なお，⼊学志願者は秋季と春季のいずれか，⼜は両⽅を受験することができます。 

令和６（2024）年度 九州⼤学⼤学院 

法学府博士後期課程学生募集要項 
〔研究者コース（法科⼤学院修了者選抜）〕 

 

１．出願資格 

専⾨職学位（法務博⼠）を有する者及び令和６（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者。且つ外国⼈留学 
⽣（本学法務学府の修了（⾒込）者を除く）は，出願時点で過去３年内に⽇本語能⼒試験（国際交流基⾦（JF） 
・⽇本国際教育⽀援協会（JEES）主催）N1レベルを取得した者及び令和６（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者。 
ただし，⽇本語能⼒試験 N1 レベルに代えて，出願時点で過去３年内に受験の⽇本留学試験（⽇本学⽣⽀援機 
構（JASSO）主催）⽇本語部分240点以上でも可とします。 

２．募集専攻及び募集人員 

法政理論専攻 17名（専攻全体，秋季・春季合わせて） 
３．出願期間 

秋季：令和５（2023）年８⽉17⽇（⽊）から８⽉23⽇（⽔）17時まで   
春季：令和５（2023）年12⽉11⽇（⽉）から12⽉15⽇（⾦）17時まで 

（郵送の場合も同時刻までに必着のこと） 
４．出願手続 

出願者は下記の書類を取りそろえ，出願期間中に本学府あてに提出してください。 
⑴ ⼊学願書（本学府指定の様式★） 
⑵ 受験票・照合票（本学府指定の様式★） 
⑶ 最終出⾝法科⼤学院の成績証明書（本学法務学府在学⽣及び修了⽣は不要） 

（秋季：令和５（2023）年度前期分までの成績が出ていない場合は９⽉１⽇（⾦）までに提出） 
⑷ 法科⼤学院修了（⾒込）証明書（本学法務学府在学⽣及び修了⽣は不要） 
⑸ 写真 ３葉（縦4.0cm ×横3.0cm，最近３か⽉以内に撮影されたものを，願書，受験票及び照合票

の所定欄にそれぞれ貼付） 
⑹ 論⽂（下記）及び論⽂要旨（2,000字以内）各１部及びそのコピー１部 

基礎法学 
政治学（⾏政学を除く）を主履修科⽬群とする者 20,000字以上 

公法・社会法学
⺠事法学 
刑事法学 
国際関係法学 
政治学（⾏政学）を主履修科⽬群とする者 

 
10,000字以上 

※論⽂は，志望する主履修科⽬群に関するテーマで作成されたものであること 
⑺ ⼊学検定料30,000円（末尾「⼊学検定料の⽀払いについて」参照） 

なお，本学法務学府を令和６（2024）年３⽉修了⾒込みの者は不要。 
⑻ ⼊学検定料払込証明書貼付台紙（本学府指定の様式★） 
⑼ 受験票送付及び合否通知のため，あて先及び⽒名を明記した定形封筒（⻑形３号）２枚（あて先が

国内の場合は郵便切⼿344円（速達）をそれぞれに貼付） 
⑽ 連絡⽤シール（本学府指定の様式★）（確実に郵便を受信できる住所を記⼊すること） 
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⑾ 外国⼈留学⽣（本学府修⼠課程研究者コース及び専修コースの修了（⾒込）者を除く）は，⽇本語
能⼒試験 N1レベルの合否結果通知書⼜は⽇本留学試験の成績通知書の写し（令和５（2023）年12⽉実施の⽇
本語能⼒試験⼜は11⽉実施の⽇本留学試験を受験予定の場合は令和６（2024）年２⽉９⽇（⾦）までに合否
結果通知書⼜は成績通知書の写しを提出） 
★本学府指定の様式は，本学府ホームページからダウンロードすること。 
 

５．選抜方法 

選抜は，論⽂審査，学⼒試験（筆記試験・⼝頭試問）及び提出書類等を総合して⾏います。 
⑴  筆記試験 

① ⽇時  秋季：９⽉14⽇（⽊） 
春季：２⽉８⽇（⽊）１科⽬につき90分間。時間割については別途通知します。 

② 試験科⽬：外国語 
 

基礎法学を主履修科⽬群とする者 
英語，ドイツ語，フランス語，中国語から   
２ヶ国語 
ただし，外国⼈留学⽣は英語，ドイツ語，フラ 
ンス語から１ヶ国語。⺟語を除く。 

公法・社会法学
⺠事法学 
刑事法学 
国際関係法学 
政治学（⾏政学）を主履修科⽬群とする者 

英語，ドイツ語，フランス語，中国語から   
１ヶ国語 
ただし，外国⼈留学⽣は英語，ドイツ語，フラン
ス語から１ヶ国語。⺟語を除く。 

 
政治学（⾏政学を除く）を主履修科⽬群と
する者 

英語Ⅰ及び選択（英語Ⅱ，ドイツ語，フランス語， 中
国語から１ヶ国語） 
ただし，外国⼈留学⽣は英語Ⅰ，ドイツ語，フ 
ランス語から１ヶ国語。⺟語を除く。 

注：選択した外国語につき，当該外国語の辞書（電⼦辞書を除く）の持ち込みを許可する。その際，１つの外国
語につき２冊以上の辞書の持ち込みも可とする。 

⑵ ⼝頭試問：提出論⽂及び研究計画を中⼼に⾏います。
秋季：９⽉15⽇（⾦） 
春季：２⽉９⽇（⾦） 時間割については別途通知します。 
※筆記試験及び⼝頭試問の時間割・場所は，受験票送付の際，受験者に通知します。 

また，秋季：９⽉13⽇（⽔）春季：２⽉７⽇（⽔）の13時以降に本学でも掲⽰します。 
なお，試験⽇の１週間前になっても受験票が届かない場合は，Ｐ８の連絡先まで問い合わせください。 

６．合格者発表 

秋季：９⽉27⽇（⽔） 
春季：２⽉28⽇（⽔） 

本学府ホームページにて発表するとともに，受験者には合否を⽂書で通知します。 
※電話等による合否の問い合わせには，応じません。 

７．入学手続 

⼊学⼿続書類は，令和６（2024）年３⽉上旬に送付するので，所定の期⽇までに⼊学⼿続を完了してく
ださい。 
⑴ ⼊学⼿続期間 

令和６（2024）年３⽉上旬の予定 
⑵ ⼊学⼿続時納付⾦ 

⼊学料 282,000円（令和５（2023）年度） 
授業料 267,900円［年額535,800円］（令和５（2023）年度） 
（注）上記の納付⾦額は令和５（2023）年度の額であり，⼊学時及び在学中に学⽣納付⾦改定が⾏わ

れた場合には，改定時から新たな納付⾦額が適⽤されます。 
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８．長期履修制度について 

法学府では，学⽣が職業・出産・育児・介護・障害等の事情により，標準修業年限を超えて⼀定の期間に 
わたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは，本学府教授会の定めると 
ころにより，その計画的な履修を認めることができる制度を導⼊しています。 

この制度により，⻑期履修学⽣が修了するまで，１年間に納める授業料の額は，標準修業年限（３年） 
分の授業料を，計画的に履修することを認められた⼀定の期間の年数（６年以内）で除した額となります。 

９．注意事項 

⑴ 提出論⽂は返却しません。 
⑵ ⼊学願書等を郵送する際は必ず書留郵便とし，封筒表⾯に「博⼠後期課程（法科⼤学院修了者選抜） 

⼊学願書」と朱書きしてください。 
⑶ 願書受理後は，理由のいかんにかかわらず，書類の変更及び検定料の払い戻しは⾏いません。 

ただし，検定料納付後，出願しなかった者及び受理できなかった者については検定料を払い戻します。 
⑷ 受験票は，願書受理後，出願者あてに送付するので，試験当⽇必ず持参してください。 
⑸ 募集要項は，年度により変更があるので注意してください。 

10．障害等のある方の入学志願について 

本学では，障害等のある者に対して，受験上及び修学上必要な配慮を⾏う場合があり，そのための相談を常
時受け付けています。 

受験上の配慮については，内容によって対応に時間を要することもありますので，出願前できるだけ早い時
期に⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）まで相談してください。 

11．個人情報の利用について 

⑴ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜で利⽤するほか，住所・⽒名を合格者に対する⼊学
⼿続の案内業務に利⽤します。 

⑵ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜後本学への⼊学を許可された者について，学籍関係
業務等に利⽤します。 

⑶ ⼊学者選抜試験の成績及びその他の個⼈情報は，１年次における奨学⽣への推薦資料並びに⼊学料
免除及び授業料免除等の選考資料として利⽤します。 

⑷ ⼊学者選抜試験で利⽤した個⼈情報は，個⼈が特定できない形で，本学における⼊学者選抜に関す
る調査・研究資料として利⽤します。 

⑸ 出願書類に記載された個⼈情報及び⼊学者選抜試験の結果等の個⼈情報は，「個⼈情報の保護に関す
る法律」に規定されている場合を除き，上記４項⽬以外の⽬的で利⽤することはありません。また，取
得した個⼈情報を「個⼈情報の保護に関する法律」その他関連法令により認められる場合を除き，本⼈
の同意を得ずに第三者に提供することはありません。 

 

令和５（2023）年６⽉ 

九 州 大 学 大 学 院 法 学 府 

連絡先：〒819-0395 福岡市⻄区元岡744 
九州⼤学⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）

電話（092）802-6367（ダイヤルイン） 
https://www.law.kyushu-u.ac.jp 
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⼤学院博⼠後期課程⾼度専⾨職業⼈コースは，修⼠の学位⼜は専⾨職学位を取得した職業⼈，ある
いは修⼠の学位⼜は専⾨職学位を取得していないが，企業や法曹界などの実務界及び教育界等で修⼠
取得と同等の研究実績を積んでいる職業⼈に対して，さらに⾼度の研究に従事し，博⼠学位を取得で
きるよう広く⾨⼾を広げることを⽬的に実施し，学⽣を秋季と春季とに分けて２度募集します。なお，    
⼊学志願者は秋季と春季のいずれか，⼜は両⽅を受験することができます。 

令和６（2024）年度 九州⼤学⼤学院 

法学府博士後期課程学生募集要項 
〔⾼度専⾨職業⼈コース（職業⼈特別選抜）〕 

 

１．出願資格 

次のいずれかに該当する有職者で，出願の時点で３年以上の職業経験を有するもの，且つ外国⼈留学⽣ 
（本学府修⼠課程研究者コース及び専修コースの修了（⾒込）者を除く）は，出願時点で過去３年内に⽇本語
能⼒試験（国際交流基⾦（JF）・⽇本国際教育⽀援協会（JEES）主催）N1レベルを取得した者及び令和６
（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者 

ただし，⽇本語能⼒試験 N1 レベルに代えて，出願時点で過去３年内に受験の⽇本留学試験（⽇本学⽣
⽀援機構（JASSO）主催）⽇本語部分240点以上でも可とします。 

⑴ 修⼠の学位⼜は専⾨職学位を有する者及び令和６（2024）年３⽉までに取得⾒込みの者 
⑵ 外国において修⼠の学位⼜は専⾨職学位に相当する学位を授与された者及び令和６（2024）年３

⽉までに授与⾒込みの者 
⑶ 外国の学校が⾏う通信教育における授業科⽬を我が国において履修し，修⼠の学位⼜は専⾨職学

位に相当する学位を授与された者及び令和６（2024）年３⽉までに授与される⾒込みの者 
⑷ 我が国において，外国の⼤学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，⽂部科学⼤⾂が別に指定するものの当該課程を修了し，修⼠の学位⼜は     
専⾨職学位に相当する学位を授与された者及び令和６（2024）年３⽉までに授与される⾒込みの者 

⑸ 国際連合⼤学本部に関する国際連合と⽇本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和51年法
律第72号）第１条第２項に規定する1972年12⽉11⽇の国際連合総会決議に基づき設⽴された国際連合⼤     
学の課程を修了し，修⼠の学位に相当する学位を授与された者及び令和６（2024）年３⽉までに授与
される⾒込みの者 

⑹  外国の学校，第４号の指定を受けた教育施設⼜は国際連合⼤学の教育課程を履修し，⼤学院設置
基準（昭和49年６⽉20⽇⽂部省令第28号）第16条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修
⼠の学位を有する者と同等以上の学⼒があると認められた者 

⑺ ⽂部科学⼤⾂の指定した者 
⼤学を卒業し，⼜は外国において学校教育における16年の課程を修了した後，⼤学，研究所等にお     

いて，２年以上研究に従事した者で，本学府が，当該研究の成果等により，修⼠の学位⼜は専⾨職学     
位を有する者と同等以上の学⼒があると認めたもの 

⑻ 本学府において，個別の⼊学資格審査により，修⼠の学位⼜は専⾨職学位を有する者と同等以上
の学⼒があると認めた者で，24歳に達したもの（令和６（2024）年４⽉１⽇現在） 
なお，⑵，⑶，⑷，⑹，⑺⼜は⑻により出願する者は，出願資格について確認⼜は審査を要するので，

秋季：７⽉７⽇（⾦）春季：11⽉２⽇（⽊）までに指⽰された書類を提出してください。 
２．募集専攻及び募集人員 

法政理論専攻 17名（専攻全体，秋季・春季合わせて） 
３．出願期間 

秋季：令和５（2023）年８⽉1７⽇（⽊）から８⽉23⽇（⽔）17時まで   
春季：令和５（2023）年12⽉1１⽇（⽉）から12⽉15⽇（⾦）17時まで 

（郵送の場合も同時刻までに必着のこと） 
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４．出願手続 

出願者は下記の書類を取りそろえ，出願期間中に本学府あてに提出してください。 
⑴ ⼊学願書（本学府指定の様式★） 
⑵ 受験票・照合票（本学府指定の様式★） 
⑶ 研究計画書（本学府指定の様式★…10,000字程度。製本不要） 
⑷ 職業体験報告書（本学府指定の様式★…職業体験を通しての志望動機を記載する。製本不要） 
⑸ 最終出⾝学校の成績証明書（本学府在学⽣及び修了⽣は不要） 
⑹ ⼤学院修⼠課程修了（⾒込）証明書，⼜は最終出⾝学校の卒業（修了）証明書（本学府在学⽣及び

修了⽣は不要） 
⑺  写真 ３葉（縦4.0cm ×横3.0cm，最近３か⽉以内に撮影されたものを，願書，受験票及び照合票の所

定欄にそれぞれ貼付） 
⑻ 業績⽬録及び著書・論⽂・その他報告書等⾃⼰の研究実績を証明するもの（分担・共同執筆の場合

は執筆部分を明⽰し，執筆を証明できるものを添付） 
⑼ ⼊学検定料30,000円（末尾「⼊学検定料の⽀払いについて」参照） 

なお，本学⼤学院修⼠課程及び専⾨職学位課程を令和６（2024）年３⽉修了⾒込みの者は不要。 
⑽ ⼊学検定料払込証明書貼付台紙（本学府指定の様式★） 
⑾ 受験票送付及び合否通知のため，あて先及び⽒名を明記した定形封筒（⻑形３号）２枚（あて先が

国内の場合は，郵便切⼿344 円（速達）をそれぞれに貼付。あて先が国外の場合は，国際返信⽤切⼿券
を必要な枚数分同封） 

⑿ 連絡⽤シール（本学府指定の様式★）（確実に郵便を受信できる住所を記⼊すること） 
⒀ 外国⼈留学⽣（本学府修⼠課程研究者コース及び専修コースの修了（⾒込）者を除く）は，⽇本語

能⼒試験 N1レベルの合否結果通知書⼜は⽇本留学試験の成績通知書の写し（令和５（2023）年12⽉実施の⽇
本語能⼒試験⼜は11⽉実施の⽇本留学試験を受験予定の場合は令和６（2024）年２⽉９⽇（⾦）までに合否
結果通知書⼜は成績通知書の写しを提出） 

★本学府指定の様式は，本学府ホームページからダウンロードすること。 
５．選抜方法 

選抜は，論⽂審査，学⼒検査（⼝頭試問）及び研究計画書等提出書類を総合して⾏います。    
⼝頭試問 

① 秋季：９⽉15⽇（⾦） 
春季：２⽉９⽇（⾦） 時間割については別途通知します。 

② 提出論⽂及び研究計画書を中⼼として⾏います。 
※⼝頭試問の時間割・場所は，受験票送付の際，受験者に通知します。 

また，秋季：９⽉13⽇（⽔）春季：２⽉７⽇（⽔）の13時以降に本学でも掲⽰します。 
なお，試験⽇の１週間前になっても受験票が届かない場合は，Ｐ11の連絡先まで問い合わせください。 

６．合格者発表 

秋季：９⽉27⽇（⽔） 
春季：２⽉28⽇（⽔）  

本学府ホームページにて発表するとともに，受験者には合否を⽂書で通知します。 
（ただし，秋季受験者のうち，12⽉実施の⽇本語能⼒試験及び11⽉実施の⽇本留学試験を受験予定の者 

は，別途合否の通知を⾏います） 
※電話等による合否の問い合わせには応じません。 

７．入学手続 

⼊学⼿続書類は，令和６（2024）年３⽉上旬に送付するので，所定の期⽇までに⼊学⼿続を完了してく
ださい。 
⑴ ⼊学⼿続期間 

令和６（2024）年３⽉上旬の予定 
⑵ ⼊学⼿続時納付⾦ 

⼊学料 282,000円（令和５（2023）年度） 
授業料 267,900円［年額535,800円］（令和５（2023）年度） 
（注）上記の納付⾦額は令和５（2023）年度の額であり，⼊学時及び在学中に学⽣納付⾦改定が⾏わ

れた場合には，改定時から新たな納付⾦額が適⽤されます。 
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８．長期履修制度について 

法学府では，学⽣が職業・出産・育児・介護・障害等の事情により，標準修業年限を超えて⼀定の期間     
にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは，本学府教授会の     
定めるところにより，その計画的な履修を認めることができる制度を導⼊しています。 

この制度により，⻑期履修学⽣が修了するまで，１年間に納める授業料の額は，標準修業年限（３年） 
分の授業料を，計画的に履修することを認められた⼀定の期間の年数（６年以内）で除した額となります。 

９．注意事項 

⑴ 提出書類は，著書の現物以外返却しません。 
⑵ ⼊学願書等を郵送する際は必ず書留郵便とし，封筒表⾯に「博⼠後期課程（職業⼈特別選抜）⼊学

願書」と朱書きしてください。 
⑶ 願書受理後は，理由のいかんにかかわらず，書類の変更及び検定料の払い戻しは⾏いません。 

ただし，検定料納付後，出願しなかった者及び受理できなかった者については検定料を払い戻します。 
⑷ 受験票は，願書受理後，出願者あてに送付するので，試験当⽇必ず持参してください。 
⑸ 募集要項は，年度により変更があるので注意してください。 

10．障害等のある方の入学志願について 

本学では，障害等のある者に対して，受験上及び修学上必要な配慮を⾏う場合があり，そのための相談を常
時受け付けています。 

受験上の配慮については，内容によって対応に時間を要することもありますので，出願前できるだけ早い時
期に⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）まで相談してください。 

11．個人情報の利用について 

⑴ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜で利⽤するほか，住所・⽒名を合格者に対する⼊学
⼿続の案内業務に利⽤します。 

⑵ 出願書類に記載された個⼈情報は，⼊学者選抜後本学への⼊学を許可された者について，学籍関係
業務等に利⽤します。 

⑶ ⼊学者選抜試験の成績及びその他の個⼈情報は，１年次における奨学⽣への推薦資料並びに⼊学料
免除及び授業料免除等の選考資料として利⽤します。 

⑷ ⼊学者選抜試験で利⽤した個⼈情報は，個⼈が特定できない形で，本学における⼊学者選抜に関す
る調査・研究資料として利⽤します。 

⑸ 出願書類に記載された個⼈情報及び⼊学者選抜試験の結果等の個⼈情報は，「個⼈情報の保護に関す
る法律」に規定されている場合を除き，上記４項⽬以外の⽬的で利⽤することはありません。また，取
得した個⼈情報を「個⼈情報の保護に関する法律」その他関連法令により認められる場合を除き，本⼈
の同意を得ずに第三者に提供することはありません。 

 

令和５（2023）年６⽉ 

九 州 大 学 大 学 院 法 学 府 

連絡先：〒819-0395 福岡市⻄区元岡744 
九州⼤学⼈⽂社会科学系学務課（法学担当）

電話（092）802-6367（ダイヤルイン） 
https://www.law.kyushu-u.ac.jp 
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法学府 博士後期課程 研究者コース 設置科目一覧 
 

科⽬群 設 置 科 ⽬ 

基
礎
法
学 

主
履
修
科
目
群 

• 法理学研究第⼀ • ⻄洋法制史研究第⼆ 
• 法理学研究第⼆ • 東洋法制史研究第⼀ 
• 法社会学研究第⼀ • 東洋法制史研究第⼆ 
• 法社会学研究第⼆ • ローマ法研究第⼀ 
• ⽐較法研究第⼀ • ローマ法研究第⼆ 
• ⽐較法研究第⼆ • 紛争管理論研究第⼀ 
• 中国法研究第⼀ • 紛争管理論研究第⼆ 
• 中国法研究第⼆ • 情報法研究第⼀ 
• ⽇本法制史研究第⼀ • 情報法研究第⼆ 
• ⽇本法制史研究第⼆ • 法情報学研究第⼀ 
• ⻄洋法制史研究第⼀ • 法情報学研究第⼆ 

公 

法
・社 

会 

法

学
主
履
修
科
目
群 

• 憲法研究第⼀ 
• 憲法研究第⼆ 
• ⽐較憲法研究第⼀ 
• ⽐較憲法研究第⼆ 
• ⾏政法研究第⼀ 
• ⾏政法研究第⼆ 
• 公法学研究第⼀ 

• 公法学研究第⼆ 
• 租税法研究第⼀ 
• 租税法研究第⼆ 
• 労働法研究第⼀ 
• 労働法研究第⼆ 
• 社会保障法研究第⼀ 
• 社会保障法研究第⼆ 

民 

事 

法  

学

主
履
修
科
目
群 

• 財産法研究第⼀ 
• 財産法研究第⼆ 
• 家族法研究第⼀ 
• 家族法研究第⼆ 
• 商法研究第⼀ 
• 商法研究第⼆ 
• 会社法研究第⼀ 

• 会社法研究第⼆ 
• 商取引法研究第⼀ 
• 商取引法研究第⼆ 
• ⺠事訴訟法研究第⼀ 
• ⺠事訴訟法研究第⼆ 
• ⺠事⼿続法研究第⼀ 
• ⺠事⼿続法研究第⼆ 

刑 
事 

法  

学

主
履
修
科
目
群 

• 刑法研究第⼀ • 刑事政策研究第⼀ 
• 刑法研究第⼆ • 刑事政策研究第⼆ 
• 刑事訴訟法研究第⼀ • 少年法制研究第⼀ 
• 刑事訴訟法研究第⼆ • 少年法制研究第⼆ 

国
際
関
係
法
学

主
履
修
科
目
群 

• 国際公法研究第⼀ 
• 国際公法研究第⼆ 
• 国際機構法研究第⼀ 
• 国際機構法研究第⼆ 
• 知的財産法研究第⼀ 
• 知的財産法研究第⼆ 

• トランスナショナル法研究第⼀ 
• トランスナショナル法研究第⼆ 
• 国際私法研究第⼀ 
• 国際私法研究第⼆ 
• 国際関係法学総合研究第⼀ 
• 国際関係法学総合研究第⼆ 

政
治
学 

主
履
修
科
目
群 

• 政治学研究第⼀ • ⽐較政治学研究第⼀ 
• 政治学研究第⼆ • ⽐較政治学研究第⼆ 
• 政治学史研究第⼀ • ⾏政学研究第⼀ 
• 政治学史研究第⼆ • ⾏政学研究第⼆ 
• 政治・外交史研究第⼀ • 政治過程論研究第⼀ 
• 政治・外交史研究第⼆ • 政治過程論研究第⼆ 
• 国際政治学研究第⼀ • ⽇本政治思想史研究第⼀ 
• 国際政治学研究第⼆ • ⽇本政治思想史研究第⼆ 

※選択科⽬群は省略 
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法学府 博士後期課程 高度専門職業人コース 設置科目一覧 
 

科⽬群 設 置 科 ⽬ 

基
礎
法
学 

主
履
修
科
目
群 

• 法理学研究第⼀ • ⻄洋法制史研究第⼆ 
• 法理学研究第⼆ • 東洋法制史研究第⼀ 
• 法社会学研究第⼀  • 東洋法制史研究第⼆ 
• 法社会学研究第⼆ • ローマ法研究第⼀ 
• ⽐較法研究第⼀ • ローマ法研究第⼆ 
• ⽐較法研究第⼆ • 紛争管理論研究第⼀ 
• 中国法研究第⼀ • 紛争管理論研究第⼆ 
• 中国法研究第⼆ • 情報法研究第⼀ 
• ⽇本法制史研究第⼀ • 情報法研究第⼆ 
• ⽇本法制史研究第⼆ • 法情報学研究第⼀ 
• ⻄洋法制史研究第⼀ • 法情報学研究第⼆ 

実
定
法
学 

主
履
修
科
目
群 

• 憲法研究第⼀ • 商法研究第⼀ 
• 憲法研究第⼆ • 商法研究第⼆ 
• ⽐較憲法研究第⼀ • 会社法研究第⼀ 
• ⽐較憲法研究第⼆ • 会社法研究第⼆ 
• ⾏政法研究第⼀ • 商取引法研究第⼀ 
• ⾏政法研究第⼆ • 商取引法研究第⼆ 
• 公法学研究第⼀ • ⺠事訴訟法研究第⼀ 
• 公法学研究第⼆ • ⺠事訴訟法研究第⼆ 
• 租税法研究第⼀ • ⺠事⼿続法研究第⼀ 
• 租税法研究第⼆ • ⺠事⼿続法研究第⼆ 
• 労働法研究第⼀ • 刑法研究第⼀ 
• 労働法研究第⼆ • 刑法研究第⼆ 
• 社会保障法研究第⼀ • 刑事訴訟法研究第⼀ 
• 社会保障法研究第⼆ • 刑事訴訟法研究第⼆ 
• 財産法研究第⼀ • 刑事政策研究第⼀ 
• 財産法研究第⼆ • 刑事政策研究第⼆ 
• 家族法研究第⼀ • 少年法制研究第⼀ 
• 家族法研究第⼆ • 少年法制研究第⼆ 

国 

際 

関  

係

主
履
修
科
目
群 

• 国際公法研究第⼀ • トランスナショナル法研究第⼆ 
• 国際公法研究第⼆ • 国際私法研究第⼀ 
• 国際機構法研究第⼀ • 国際私法研究第⼆ 
• 国際機構法研究第⼆ • 国際関係法学総合研究第⼀ 
• 知的財産法研究第⼀ • 国際関係法学総合研究第⼆ 
• 知的財産法研究第⼆ • 国際政治学研究第⼀ 
• トランスナショナル法研究第⼀ • 国際政治学研究第⼆ 

政
治
・ 

行
政 

主
履
修
科
目
群 

• 政治学研究第⼀ • ⽇本政治思想史研究第⼆ 
• 政治学研究第⼆ • 憲法研究第⼀ 
• 政治学史研究第⼀ • 憲法研究第⼆ 
• 政治学史研究第⼆ • ⽐較憲法研究第⼀ 
• 政治・外交史研究第⼀ • ⽐較憲法研究第⼆ 
• 政治・外交史研究第⼆ • ⾏政法研究第⼀ 
• 国際政治学研究第⼀ • ⾏政法研究第⼆ 
• 国際政治学研究第⼆ • 公法学研究第⼀ 
• ⽐較政治学研究第⼀ • 公法学研究第⼆ 
• ⽐較政治学研究第⼆ • ⾏政学研究第⼀ 
• 政治過程論研究第⼀ • ⾏政学研究第⼆ 
• 政治過程論研究第⼆ • 租税法研究第⼀ 
• ⽇本政治思想史研究第⼀ • 租税法研究第⼆ 

※選択科⽬群は省略 
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教         授 専   ⾨   分   野 研         究         内         容

⾚   坂   幸   ⼀ 憲法

統治機構論，とりわけ議会法学を中⼼に，憲法史の視点も織り交ぜ
ながら，研究しております。議会慣習や先例については，オーラ
ル・ヒストリーの⼿法も取り⼊れつつ，議会法の成⽴・運⽤過程を
解明する作業を⾏っています。

明   ⽯   欽   司 国際法 国際法の歴史と基礎理論を中⼼に研究してきました。

五⼗君   ⿇⾥⼦ ローマ法 ローマ古典期私法，とりわけ契約法を中⼼に研究を⾏っています。

出   ⽔         薫
政治学，
現代韓国政治研究，
地域政治研究，平和研究

現代韓国政治を対象に研究をおこなっています。⼤学院のゼミでは
社会⼈も含めて「基礎」に⼒点をおいています。

井   上   宜   裕 刑法
フランス法を素材に刑法理論の⽐較法的検討を⾏っています。これ
まで，緊急避難論や共犯論を研究してきました。

⼊   江   秀   晃 紛争管理論，法社会学 調停⼿続に関する理論と実態に関する研究を⾏っています。

上   ⽥   ⽵   志 ⺠事訴訟法 ⺠事訴訟法の基礎理論的研究を中⼼に⾏っております。

江   ⼝   厚   仁 法社会学

理論法社会学。社会システム理論 / 法システム理論をベースに，現
代法システムの動態とそれをとりまく社会環境との複合的関係を，
各々の機能領域に即して記述・分析することが主要な研究テーマで
す。

遠   藤         歩 ⺠法，⽐較法
⻄欧法と⽇本法の⽐較研究を，主に私法学の領域で⾏っています。
近時は，保証概念の⽐較法的考察に取り組んでいます。

⼤   脇   成   昭 ⾏政法
いわゆる官⺠協働による⾏政活動にかかる法規範のあり⽅や，公⾦
の管理・⽀出などを中⼼とする財政作⽤を規律する法制度について
研究しています。

岡   﨑   晴   輝 政治理論，⽐較政治学

専⾨は政治理論・⽐較政治学です。市⺠⾃治という観点から政治理
論を再編する仕事に取り組んでいます。また，各国の選挙制度＝政
党システムを⽐較検討する仕事にも取り組んでいます。詳しくは私
のホームページをご覧ください。 http://aktiv.sakura.ne.jp/

笠   原   武   朗 商法 商法，とりわけ会社法を中⼼に研究を⾏っています。

⽊   村   俊   道 政治学史，政治思想史

ヨーロッパ政治思想史研究。F．ベイコン研究など。最近のテーマ
は，初期近代ブリテンにおける「作法」と「帝国」の問題です。そ
こに，「⽂明」と「政治」の本質を理解するための，歴史的な鍵が
隠されているような気がしています。

熊   野   直   樹 政治史

専⾨分野は，ドイツ現代史並びに20世紀政治史です。特にヴァイマ
ル共和国の崩壊とナチズムの台頭が主要な研究テーマです。院ゼミ
では，史料批判と学説批判を中⼼に取り組み，⻄洋史，東洋史，⽇
本史の如何に拘わらず，政治史研究⼀般に必要なノウハウの教授に
努めています。

⼩   池         泰 ⺠法
不法⾏為法を中⼼に研究をしています。また，その延⻑で，医師患
者関係の法的構造，⽣殖技術の法的規制についても関⼼を持ってい
ます。

令和５（2023）年６月１日現在

法学研究院  教員の研究内容一覧 
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教         授 専   ⾨   分   野 研         究         内         容

⼩   島         ⽴
知的財産法，
⽂化政策と法

専⾨は，知的財産法，⽂化政策と法です。最近は，⽂化芸術領域に
おける国家，⾮営利組織及び市場が果たすべき役割について，相互
の関連性に注⽬しながら研究を進めています。

七   ⼾   克   彦 ⺠法，⽔法

⽬下研究しているテーマは，次の三分野です。①ドイツ・フラン
ス・⽇本の所有権法・不動産法に関する⽐較法的考察。②ボワソ
ナード旧⺠法・旧登記法に関する法制史的・沿⾰的考察。③⽔（⾬
⽔・河川⽔・地下⽔・湖沼・海洋）に関する法社会学的考察。

嶋   ⽥   暁   ⽂ ⾏政学

セクショナリズム，レッドテープといった官僚制の「病理」現象や
政策実施のメカニズムに関する理論的研究を⾏う⼀⽅，地⽅⾃治・
まちづくりや個別⾏政（⼈事⾏政，公共交通，屋台⾏政，放置⽵林
対策，図書館⾏政など）についての実証的研究を⾏っています。

スティーヴン
ヴァン アーツル

競争法 競争法と管轄権，競争法の国際化についての研究を⾏っています。

武   内   謙   治 刑事政策，少年法 刑事政策，少年法，⾏刑論，⽇独⽐較刑事法研究を⾏っています。

⽥   中   孝   男
⾏政法

⾏政法，とくに地⽅⾃治法，公企業法について実際の⾏政現場に理
論がいかに貢献すべきかという観点からより深く研究しています。
また，法制度の設計等をする政策法務の研究と実践を志していま
す。

⽥   中   教   雄
⺠法

私的⾃治とその限界を考察する⼿掛かりとして，契約締結前の交渉
過程の規律という，より具体的な問題を取り上げ，それに関連する
法⽂・法理論について，⽇・独⺠法典の編纂過程を経てローマ法に
まで遡る学説史的な研究を試みています。

⽥   淵   浩   ⼆ 刑事訴訟法

刑事訴訟法全般が研究対象ですが，現在は，被告⼈の証拠へのアク
セス権に関⼼や公判⼿続のあり⽅，特に集中審理の条件を中⼼に研
究しています。ドイツ，アメリカの刑事訴訟法を⽐較研究の対象と
しています。

寺   本   振   透 知的財産法
社会ネットワーク分析の考え⽅を応⽤することによって知的財産権
法制度の存在意義を探りつつあります。

徳   本         穣 商法 商法，とりわけ会社法を中⼼に研究を⾏っています。

豊   崎   七   絵 刑事訴訟法
刑事訴訟法，刑事訴訟構造論（モデル論），刑事事実認定論，再審
理論，誤判研究，未決拘禁の理論的考察，⽇英⽐較刑事法研究，⽇
⽶英⽐較証拠法研究を⾏っています。

⻄         英   昭 中国法，東洋法制史 現代中国法，東洋法制史，現⾏台湾法を研究しています。
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教         授 専   ⾨   分   野 研         究         内         容

野   澤        充 刑法 中⽌犯，⾏為による悔悟，王冠証⼈制度を研究しています。

蓮   ⾒   ⼆   郎
政治学，政治理論，
市⺠教育論

規範的政治理論を基礎に，シティズンシップ教育や⾔語教育政策な
どの具体的な政策問題をフィールドとして考えることに関⼼を持っ
ています。

韓         相   熙 国際法，国際政治
国際社会及び東アジアの「制度化」や「社会化」のプロセスにおけ
る「法」と「政治」の役割について研究を⾏っています。

堀   野        出 ⺠事訴訟法
⺠事⼿続法，とくに⺠事訴訟法（判決⼿続）について研究していま
す。

マーク フェニック 犯罪学 テロリズムと法，刑罰哲学についての研究を⾏っています。

松   井        仁 法曹実務 国際取引，契約交渉，国際⼈権を研究しています。

丸   ⾕   浩   介 社会保障法
⽣活困窮者・低所得者の⾃⽴⽀援に関する法構造の解明に取り組ん
でいます。特に求職者⽀援と社会保障について，イギリス法を⽐較
対象として研究しています。

南   野        森 憲法
フランスの憲法理論・法理論に関⼼をもちながら，憲法学を研究し
ています。解釈⽅法論，司法権概念，憲法学史，憲法と国際法・Ｅ
Ｕ法の関係などのテーマを中⼼に勉強しています。

⼭   下         昇 労働法

最近，⽇本の⾼年齢者の雇⽤問題（65 歳までの継続雇⽤や早期退
職募集制度のほか，中⾼年齢労働者の労働条件の不利益変更問題）
に関する研究に取り組んでいる。また，外国法として，中国労働法
（主に労働契約法制）について研究している。

准  教  授 専   ⾨   分   野 研         究         内         容

浅   野   雄   太 ⺠事訴訟法，倒産法 ⺠事⼿続法，特に倒産実体法についての研究を⾏っています。

荒         達   也 商法
会社の情報開⽰，⾦融商品取引法，コーポレート・ガバナンスを研
究しています。

⼤   賀         哲 国際政治学
国際政治学を専⾨にしています。主に，国際政治理論の視座から東
アジア地域主義を研究しています。

⾹   ⼭   ⾼   広 ⺠法
フランス⺠法典における抵当権規定の成⽴と，その法的・歴史的意
義についての研究を主に⾏っています。

川 﨑  邦 宏 商法
商法、とりわけ会社法を中⼼に、経済学、会計学の研究成果、研究
⼿法を取り⼊れながら、研究を⾏っています。

川   島         翔 ⻄洋法制史
⻄洋中世の学識法（ローマ・カノン法）について，訴訟法学説史と
教会裁判所実務を中⼼に研究しています。

新屋敷   恵美⼦ 労働法

労働契約関係における合意（とそれと協働する法的規制）の意義の
研究をしています。具体的には，イギリス労働法を⽐較対象とし
て，労働契約の成⽴時の合意の内容，契約解釈，法の適⽤，等のあ
り⽅を研究しています。

鈴   ⽊   崇   弘 ⾏政法
⾏政契約を中⼼として、⾏政契約による組織形成の在り⽅、⾏政主
体の意思形成に対して法規範や私⼈が果たし得る（得ない）役割に
ついて研究をしています。

⾼   岡   ⼤   輔 ⺠法
財産法のうちでも不法⾏為法，とりわけ営業権侵害や名誉毀損，不
当訴訟に関⼼を持っています。
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准  教  授 専   ⾨   分   野 研         究         内         容

⾼   橋   雅   ⼈ 憲法
統治機構論のうち， とくに執政・⾏政の統制について，ドイツ法
を⽐較対象にして研究しています。

冨   川   雅   満 刑法

ドイツ，スイス，オーストリアのドイツ語圏３カ国を⽐較法の対象
として，主に，財産犯，特に詐欺罪の研究を⾏なっております。そ
のほかに，環境刑法，AI と刑法，EU 刑法，特殊詐欺事案における
解釈学的問題に関⼼を寄せています。社会事象における実際的な問
題を扱うことを⼼がけています。

中   島   琢   磨 政治史，⽇本政治外交史
戦後⽇本外交史，とくに冷戦時代の⽇⽶安保体制や，沖縄返還をめ
ぐる政治外交過程を研究しています。

成   原         慧 情報法
インターネット上の表現の⾃由やプライバシー・個⼈情報に関する
法的問題を研究してきましたが，最近では⼈⼯知能（AI）・ロボッ
トに関する法的問題の研究にも取り組んでいます。

⻄ 村 友 海 法哲学，法情報学

法哲学のうち，法律学⽅法論についての研究をしています。具体的
には，法解釈や法的推論の性質，他の研究分野と法学との異同や接
続性についての研究をしています。後者に関連して，とりわけ情報
（科）学の法学への応⽤領域たる法情報学の基礎理論についても研
究しています。

福   原   明   雄 法哲学 法哲学，特に英⽶の現代正義論を中⼼に研究しています。

⼋   並         廉 国際私法，国際取引法
国際私法・国際取引法分野の研究をしています。関連して，⽂化財
の国際取引規制や返還問題に関するユネスコの会議に出席してお
り，それらの研究も進めています。

⼭   ⼝   道   弘 ⽇本法制史 中世武家法と近代史学史とを専攻

柳   愛 林 政治思想史
⽇本政治思想史。明治期における⻄洋政治思想の受容史を中⼼に研
究しています。

※   ⼀覧に掲載の教員であっても，在外研究などの理由で学⽣の指導を⾏えない場合もあります。
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⼤規模災害に被災した志願者の     
⼊学検定料の免除について（ご案内） 

 
九州⼤学では，⼤規模災害に被災した⽅の経済的負担を軽減し，受験⽣の進学機会の確保を図るため，学部及

び⼤学院⼊試において，⼊学検定料免除の特例措置を実施しています。 
令和５（2023）年度に実施する⼊試については，これらの特例措置を実施するかは現時点では未定となってい

ますが，今後実施が決定した場合は，九州大学 Web サイト「入試・入学」のページ（https://www.kyushu-

u.ac.jp/ja/admission）に掲載しますので，出願⼿続前にご確認をお願い いたします。 
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法学府学⽣が利⽤できる主な経済⽀援のご案内 
 
 

１．⽇本学⽣⽀援機構奨学⾦ 
 １）第⼀種奨学⾦ 

     無利⼦貸与の奨学⾦ 
      修⼠課程 ・・・50,000円/⽉，88,000円/⽉から選択 

博⼠後期課程 ・・・80,000/⽉，122,000円/⽉から選択 
   ２）第⼆種奨学⾦ 
     有利⼦貸与の奨学⾦ 
      50,000円/⽉，80,000円/⽉，100,000円/⽉，130,000円/⽉，150,000円/⽉から選択 

 ３）⼊学時特別増額貸与奨学⾦ 
     ⼊学時に⼀時⾦として貸与する奨学⾦ 
      100,000円から500,000円までの10万円単位で選択 
 

２．⼊学料免除 
    申請により，⼊学料免除を受けられることがある。原則として，半額免除。 

（学資負担者の死亡，災害被害などを理由とする場合は全額免除となる場合もある。） 
 

３．⼊学料徴収猶予 
    ４⽉⼊学の場合 ・・・９⽉末まで ⼊学料の納付を猶予 
    １０⽉⼊学の場合・・・２⽉末まで ⼊学料の納付を猶予 
 

４．授業料免除 
    申請により，全額・半額・４分の１の額の授業料の納付を免除されることがある。 

（半期（前期・後期）ごとに審査あり） 
      ⽇本学術振興会特別研究員は全額免除（令和４年度実績・・・２名） 
      先導的⼈材育成フェローシップ事業採⽤者は全額免除（令和４年度実績・・・０名） 
      上記以外の優秀者（令和４年度実績・・・３名（全額免除）） 
 

５．九州⼤学⼤学院研究⼒強化奨学⾦ 
     本学の博⼠後期課程に進学を希望して修⼠課程に在籍する者で，優れた研究能⼒を有し，⽇本学術振 

興会特別研究員DC1に申請する学⽣，⼜は博⼠後期課程１・２年次に在籍する者で，DC2の第⼀次採⽤ 
内定者及び第⼆次採⽤内定者となった学⽣を⽀援する奨学⾦。 

250,000円/回（令和４年度実績・・・３名） 
 

６．次世代研究者挑戦的研究プログラム 
     博⼠後期課程の⽀援 
     ⽉額２０万円（⽣活費相当額）及び年額最⼤５０万円（研究費）（令和４年度実績・・・４名） 
 
 

※いずれの制度も経済的困窮度や学⼒，研究計画等の審査の上，決定されます。 
   ※上記は，令和５年４⽉１⽇現在の情報です。 
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（注意）

　 ○

○

　 ○

「入学検定料・選考料 取扱明細書」貼付欄

＊クレジットカード支払の場合も，プリントアウトした「受付完了画面」とともに本台紙を提出して下さい。

 ｅ-支払いサイトにおける手順等に関するご質問については，同サイト上の「FAQ」または「よくある 質問」

（https://e-shiharai.net/Syuno/FAQ.html）を参照した上で， イーサービスサポートセンターへ問い合わせてくださ
い。

その他，支払い方法について不明な点は，学生募集要項最終ページの問い合わせ先にご確認ください。

入学検定料払込証明書貼付台紙

志
 

願
 

者

志 望 学 部 ・ 専 攻 令和6年度法学府法政理論専攻

住 所

氏 名

連 絡 先 （ TEL ）

日本国外からの支払いは，クレジットカードのみ可能です。

入学検定料の支払いについて

（各選抜共通）

　入学検定料については，①コンビニエンスストア支払，または②クレジットカード支払でお願いします。
　次ページの「九州大学コンビニエンスストア・クレジットカードでの入学検定料払込方法」を参照し，ｅ-支払いサイト
（https://e-shiharai.net/）にアクセスの上，支払手続を行ってください。
（ 払込手数料は，志願者が負担することになります）

支払期間 秋季：令和５年８月４日（金）～８月23日（水）

春季：令和５年１２月４日（月）～１２月１５日（金）

※出願期間内に支払の証明（下記参照）が提出できるようにお支払いください。

①コンビニエンスストア支払

支払い後，コンビニエンスストアで受領した「入学検定料・選考料  取扱明細書」を，下記「入学検定料払込証明書
貼付台紙」（必要事項を記入）に貼付けし，出願書類に同封してください。

②クレジットカード支払

支払い後，プリントアウトした「受付完了画面」を，下記「入学検定料払込証明書貼付台紙」（必要事項 を記入。受
付完了画面の貼付は不要。）とともに出願書類に同封してください。



九州大学
コンビニエンスストア・クレジットカード・中国決済での入学検定料払込方法





（住所）

連 絡 用 シ ー ル

（注） 1. ３箇所とも，全て記入すること。

2. 確実に通知を受け取ることができる受信場所を
記入すること。

3. 出願後に受信場所を変更した場合は，速やか
に下記に郵便で届け出ること。

4. ＊欄には記入しないこと。

〒819-0395　福岡市西区元岡744
九州大学人文社会科学系学務課（法学担当）

（氏名） 様

＊ 受験番号

（住所）

（氏名） 様

＊ 受験番号

（住所）

（氏名） 様

＊ 受験番号



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼊学試験に関する問い合わせ先 
〒819-0395 福岡市西区元岡744 

九州大学人文社会科学系

学務課（法学担当） 
電 話  ０９２－８０２－６３６７    

月曜日から金曜日８時 30 分～17 時 

（祝日は除く）  




